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青森県観光コンテンツ戦略的プロモーション推進業務に係る企画提案募集要項 

 

この要項は、「青森県観光コンテンツ戦略的プロモーション推進業務」を実施するに当た

り、企画提案を広く募集し、審査により受注者を選定するために必要な事項を定めるもので

ある。 

 

１ 業務目的 

  本業務は、青森県における観光振興を目的として戦略的な話題化施策の展開により、

観光地として想起されることを目指し、併せて情報発信に係る研修を実施することで

職員の専門知識や実践スキルの向上を図るものである。 

２ 業務概要 

（１）業務名 

青森県観光コンテンツ戦略的プロモーション推進業務 

（２）業務内容 

仕様書のとおり 

（３）青森県観光政策課が有する公式サイト・アカウント 

ア 「まるごと青森ブログ」https://aomori-tourism.com/blog/ 

イ 「まるごと青森 Facebook」 @marugotoaomori 

ウ 「まるごと青森 Instagram」（観光に特化したアカウント）@marugotoaomori 

エ 「はらぺこ青森 Instagram」（食に特化したアカウント）@harapekoaomori 

オ 「いこうよ青森 Instagram」（県外向けアカウント）@ikoyoaomori 

カ 「まるごと青森 X (旧 Twitter）」 @marugotoaomori 

キ 県公式ファンコミュニティ「青森びいき」https://fan.aomori-tourism.com/view/home  

３ 発注期間 

契約締結の日から令和９年３月２６日（金）まで 

４ 発注経費の上限額 

１１，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

５ 参加資格 

企画提案に参加する者は、次に掲げる要件を全て満たすこと。 

（１）国内に本店、支店又は営業所等を有する事業者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者に該当し

ない者であること。 

（３）青森県財務規則（昭和３９年３月青森県規則第１０号）第１２８条の規定による一般

競争入札に参加できない者でないこと。 

（４）企画提案書の提出期限の日から契約締結までの間に、青森県知事の指名停止の措置を

受けていないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定後、知事の確認を受けている者
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を除く。）でないこと。 

（６）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「法」という）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）でないこと。 

（７）次に掲げる者に該当しないこと。 

ア 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団をいう。） 

イ 役員等（法人にあっては役員であって経営に事実上参加している者、法人でない団

体にあっては代表者、理事その他法人における経営に事実上参加している役員と同

等の責任を有する者、個人にあってはその者及びその使用人（支配人、本店長、支店

長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、事業所の業務を統括する者（事

業所の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。）をいう。

以下同じ。）が自己若しくは第三者の不正な利益を図り又は第三者に損害を与える目

的で暴力団の威力を利用したと認められる者。 

ウ 役員等が暴力団の威力を利用する目的で、若しくは暴力団の威力を利用したこと

に関し金品その他財産上の利益の供与（以下この号において「金品等の供与」という。）

をし、又は暴力団の活動若しくは運営を支援する目的で相当の対価を得ない金品等

の供与をしたと認められる者。 

エ 役員等が正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営

に資することとなることを知りながら金品等の供与をしたと認められる者。 

オ 役員等が暴力団と交際していると認められる者 

（８）法人税、消費税及び地方消費税並びに法人事業税を滞納していない者であること。 

６ 参加表明 

（１）表明方法 

参加を希望する者は、参加表明書（様式１）を作成し、下記の書類を添えて、「14 書

類提出先・問合せ先」へ、電子メールにより提出すること（電話等により受信されてい

るかを確認すること）。 

（２）提出期限 

令和８年４月２４日（金）１７時（必着） 

７ 質問及び回答について 

（１）質問方法 

質問がある場合には、質問書（様式２）に必要事項を記入し、「14 書類提出先・ 

問合せ先」へ電子メールにより提出することとし、電話による質問は受け付けない。 

（２）提出期限 

令和８年４月２０日（月）１７時（必着） 

（３）質問に対する回答 

寄せられた質問及び回答は、全ての分を取りまとめて参加表明書を提出した者全員 

に令和８年４月２２日（水）に電子メールにより送付する。（受信後は、必ず受信した

旨のメールを送信すること。）なお、本業務の公示資料上で確認可能な質問については、

回答しない。また、質問への回答によって他の参加表明者の不利益が生じる可能性があ

る場合等、企画提案審査上、不適切な質問については回答しない。 
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８ 企画提案書等 

（１）提出書類 

提出書類は以下のとおりとし、７部（正本１部、副本６部）提出すること。 

① 企画提案書 

・表紙及び裏表紙を除き２０ページ以内とし、提案掲載ページにはページ番号を伏す

こと。文字の大きさは１０ポイント以上とする。 

・Ａ４片面印刷とし１部毎にホチキスや綴り紐等で製本すること。 

② 経費見積書（本業務の総額及び内訳を記載すること。） 

総額は消費税込みの額とすること。内訳は仕様書４（１）～（３）までを項目立て

すること。このほか、適宜項目立てして差し支えない。上記「４ 発注経費の上限額」

を超えた提案は認めない。） 

③ 会社概要 

 ・会社概要及びアピールポイントについて記載すること。 

 ・過去５年間に受託した類似事業の具体的な取組と成果（官民問わない）について記

載すること。また、過去２年の間に国または地方公共団体と、本業務の見積限度額

である 11,000,000 円の８割以上（8,800,000 円）の契約実績がある場合は、該当す

る業務について「契約の相手方」「契約名及び主な業務内容」「契約額」「契約年月日

及び履行年月日」を記載すること。 

（２）企画提案書記載事項 

  以下を企画提案書に記載すること。このほか、必要事項があれば記載すること。 

 ① 戦略 

主に閑散期における本県の観光地としての想起を高めるための戦略を記載するこ

と。その際、ターゲットとストーリーについても含めること。 

例： SNS インフルエンサーマーケティング、メディアミックスによるパブリシテ

ィ連動、デジタル広告運用、コンサルティング、アドバイザリー・ボード等、内容

は問わない。 

  ② 話題化施策の企画・実施業務 

仕様書４（１）で求める全６回のうちの１回分について、９月と仮定し、９月に

おいて本県を観光地として想起させることの最大化を目的とした社会的インパク

トのある話題化施策を記載すること。併せて行動変容を促す施策についても記載

すること。 

③ 人材育成・研修業務 

県職員の観光プロモーションにおける実践的なスキル向上を目指した内容を記載

すること。 

 ④ 業務スケジュール 

②と同じ前提条件で、１回あたりのスケジュールについて、具体的かつ現実的に記

載すること。 

  ⑤ 業務体制 

    業務に携わる担当者の配置及び連携事業者を含めた業務実施体制を記載すること。 
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（３）提出期限 

令和８年５月１１日（月）１７時（必着） 

（４）提出先及び提出方法 

「14 書類提出先・問合せ先」へ、持参（土、日、祝日を除く。）または郵送とする。

（配達証明付き書留郵便に限り、受領期間内に必着のこと。） 

９ 辞退 

（１）提出方法 

「６ 参加表明」の規定により参加表明をした者において、事情により提案を辞退す

る場合は、速やかに辞退届（様式３）を作成し、「14 書類提出先・問合せ先」へ、郵

送又は持参により提出すること。 

（２）その他 

辞退届を提出した者は、いかなる理由があっても再び参加表明することはできない

こととする。 

10 審査 

（１）審査の方法 

企画提案審査を行い、最優秀提案者を選定する。 

（２）審査（対面審査） 

  ① 実施方法 

上記８（１）により提出された「企画提案書」及び「経費見積書」について、別 

紙「青森県観光コンテンツ戦略的プロモーション推進業務企画提案審査基準（以下

「審査基準」という。）」に基づく企画提案審査を行う。 

  ② 審査結果通知 

審査結果は提案者全てに対して令和８年５月１５日（金）までに電子メールによ 

り送付する。なお、審査結果についての異議申立ては受け付けない。 

11 契約手続 

（１）企画提案書が選定されたものは、業務受注予定者とし、随意契約の見積徴取の相手方

とする。 

（２）選定された企画提案書を参考に、発注内容や金額の協議を行い、協議が整った場合に

契約を締結する。 

（３）発注業務の実施に関して、業務受注予定者の企画提案の内容をそのまま実施すること

を約束するものではなく、発注者と業務受注予定者で協議のうえ決定する。 

（４）最優秀提案者が契約に至らなかった場合には、最優秀提案者を除き最も得点が高か 

った者を業務受注予定者とする。 

12 その他の留意事項 

（１）企画提案に要する経費は、全て提案者の負担とする。 

（２）使用言語は日本語とする。 

（３）使用通貨は円とする。 

（４）提出された企画提案書等は返却しない。 

（５）提案は１社１案とし、企画提案書の差し替え及び再提出、記載内容の変更は、原則と
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して認めない。 

（６）発注業務の実施に当たっては、発注契約書及び業務仕様書に従うとともに、関係法令

を遵守すること。 

（７）発注業務を履行するに当たり、個人情報を取り扱う場合には、「個人情報の保護に関

する法律」、「青森県個人情報の保護に関する条例」及び「情報セキュリティポリシー」

に従うこと。 

（８）その他、契約書及び業務説明書に定めのない事項や細部の業務内容については、別途

協議して定める。 

13 スケジュール 

  令和８年４月１３日（月）       公募開始 

      ４月１７日（金）９時～１０時 オンライン業務説明会 

     ４月２０日（月）１７時必着  質問書提出期限（電子メール） 

      ４月２２日（水）       質問書回答（電子メール） 

      ４月２４日（金）１７時必着  参加表明書提出期限（電子メール） 

      ５月１１日（月）１７時必着  企画提案書・経費見積書提出期限 

（持参又は郵送） 

      ５月１３日（水）       対面審査 

      ５月１５日（金）まで     審査結果通知（電子メール） 

      ５月１８日（月）以降     契約手続 

 

14 書類提出先・問合せ先 

  青森県観光交流推進部観光政策課観光コミュニケーショングループ 担当：桜庭 

〒０３０－８５７０ 青森県青森市長島１－１－１ 青森県庁西棟４階 

電話 ０１７－７３４－９３８９ FAX  ０１７－７３４－８１２１ 

電子メール kanko@pref.aomori.lg.jp 

 

 

 

  


